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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第149期

第２四半期
連結累計期間

第150期
第２四半期
連結累計期間

第149期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2023年４月１日
至 2023年９月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (百万円) 50,091 56,885 103,865

経常利益 (百万円) 2,720 4,013 4,910

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,937 2,564 1,149

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 1,332 5,684 213

純資産額 (百万円) 54,244 58,315 52,879

総資産額 (百万円) 147,737 154,767 150,568

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 157.90 209.01 93.65

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 33.6 34.5 32.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,384 6,562 4,891

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,658 △1,651 △6,518

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,789 △4,742 843

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 3,341 2,789 2,621
 

 

回次
第149期

第２四半期
連結会計期間

第150期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

自 2023年７月１日
至 2023年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 44.43 83.55
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

 
２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】
 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績等の状況の概要

当第２四半期連結累計期間における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成

績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」という。）の状況の概況は次のとおりであります。

　

　 ①経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善する中で個人消費が緩やかに増加し、

持ち直しの動きが見られました。一方、資源価格高騰に伴う物価上昇や円安の進行など先行きは依然として不透明

な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループ各社は、各部門において積極的な営業施策を図るとともに、経営の効率化

に努めた結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は、56,885百万円（前年同期比13.6％増）、営業利益は

3,836百万円（前年同期比52.2％増）、経常利益は4,013百万円（前年同期比47.5％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は、2,564百万円（前年同期比32.4％増）となりました。

 
セグメントの業績の概況は、次のとおりであります。

なお、第１四半期連結会計期間より、従来の報告セグメントである「一般旅客自動車運送事業」を「旅客自動車

事業」に名称変更しております。また、当該セグメントに含まれる「乗合事業」「貸切事業」および「乗用事業」

を「乗合バス事業」「貸切バス事業」および「タクシー事業」にそれぞれ変更しております。この変更がセグメン

ト情報に与える影響はありません。

 
（旅客自動車事業）

乗合バス事業においては、商業施設「ジ アウトレット湘南平塚」の開業に伴い、４月に平塚駅北口および本厚

木駅南口～ツインシティ大神間を結ぶ新系統の運行を開始し新たな需要に対応いたしました。また、子育て世代応

援の取り組みとして小児ＩＣ運賃の一律５０円を開始したことや、７月に当社全路線（当社横浜市均一運賃区間等

を除く）にて運賃改定を実施するとともに、通学定期券の割引率引き上げを行うなど利用促進を図ったことにより

増収となりました。

タクシー事業においては、神奈中タクシー㈱にて新型コロナウイルス感染症が感染症法上「５類」へ引き下げら

れたことで、夜間を中心に旅客需要の回復が見られたことにより増収となりました。

貸切バス事業においては、神奈中観光㈱にて旅行需要の回復に伴い旅行エージェントからの受注が増加したこと

に加え、前期に獲得した契約輸送が通期寄与したことなどにより稼働率が向上し増収となりました。

以上の結果、旅客自動車事業全体の売上高は27,302百万円（前年同期比10.1％増）、営業利益は1,340百万円

（前年同期比237.4％増）となりました。

 
（不動産事業）

賃貸事業においては、前期に賃貸を開始した「神中本藤沢物流センター」や「アドベル明石町ビル」が通期寄与

したことなどにより増収となりました。

分譲事業においては、デベロッパーとのマンション分譲共同事業による藤沢市羽鳥の「プレミスト湘南辻堂」が

前期に完売し、販売戸数が減少したことにより減収となりました。

以上の結果、不動産事業全体の売上高は2,833百万円（前年同期比7.3％減）となりましたが、賃貸事業の増収に

より営業利益は1,416百万円（前年同期比0.1％増）となりました。

 
（自動車販売事業）

商用車販売事業においては、神奈川三菱ふそう自動車販売㈱にてトラック・バスの販売台数が増加したことに加

え、既存のお客さまに対する車検や点検等メンテナンスの営業活動に努め、車両整備が増加したことにより増収と

なりました。

EDINET提出書類

神奈川中央交通株式会社(E04158)

四半期報告書

 3/22



輸入車販売事業においては、神奈中相模ヤナセ㈱にて高価格帯の新車販売台数が増加したことなどにより増収と

なりました。

以上の結果、自動車販売事業全体の売上高は16,953百万円（前年同期比33.2％増）、営業利益は749百万円（前

年同期比54.8％増）となりました。

 
（その他の事業）

情報サービス事業においては、㈱神奈中情報システムにてドライブレコーダなどバス車載器の販売が増加したこ

となどにより増収となりました。

商用車架装事業においては、横浜車輌工業㈱にて半導体不足の一部解消に伴いメーカーの生産台数が回復し、受

注が増加したことなどにより増収となりました。

レジャー・スポーツ事業においては、㈱神奈中スポーツデザインにて４月に学童施設「ＡＳＨＩＴＡ∞キッズ神

奈中本厚木」を開業し会員獲得に努めましたが、不採算店舗を閉店したことなどにより減収となりました。

資源活生事業においては、㈱アドベルにて取引先におけるリサイクル品の需要が低下したことにより減収となり

ました。

飲食・娯楽事業においては、前期に営業譲受した「ドトールコーヒーショップ」の８店舗が通期寄与したことな

どにより増収となりました。

ホテル事業においては、宿泊部門にて稼働率が上昇したことや価格改定を実施したことに加え、宴会部門にて利

用組数が増加したことなどにより増収となりました。

以上の結果、その他の事業全体の売上高は14,263百万円（前年同期比6.3％増）、営業利益は461百万円（前年同

期比65.9％増）となりました。

 
  ②財政状態

総資産は、有形固定資産が減価償却により減少しましたが、投資有価証券の時価評価額が増加したことや、商品

及び製品が増加したことなどにより、前期末に比べて4,198百万円増加し、154,767百万円となりました。

負債は、旅客自動車事業において前受収益が増加したものの、借入金の返済が進んだことなどにより、前期末に

比べて1,237百万円減少し、96,451百万円となりました。

また、純資産は、その他有価証券評価差額金や利益剰余金が増加したことなどにより、前期末に比べて5,435百万

円増加し、58,315百万円となりました。

 
　 ③キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益3,742百万円に減価償却費などを加減した結

果、6,562百万円の資金収入となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の取得による支出1,659百万円などにより、1,651百万円の資金

支出となりました。

また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出などにより、4,742百万円の資金支出と

なりました。

これらの結果、現金及び現金同等物の当第２四半期末残高は、前連結会計年度末に比べて168百万円増加し、

2,789百万円となりました。

 
(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更および新たに生じた課

題はありません。

　

(3) 研究開発活動の状況

該当事項はありません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当社は、2023年９月26日開催の取締役会において、2024年１月１日（予定）を効力発生日とし、当社の運営する飲

食・娯楽事業を、当社の完全子会社である株式会社神奈中システムプランに対し承継させることを決議し、同日、株

式会社神奈中システムプランと吸収分割契約を締結いたしました。

 

　(1)本吸収分割の目的

当社の飲食・娯楽事業においては、当社の完全子会社である株式会社神奈中システムプランへ運営を委託しており

ます。このたび、本事業を株式会社神奈中システムプランへ承継することにより、経営体制を業務受託会社から事業

会社へ移行させ、飲食・娯楽事業の効率化を進めることで収益力の向上を図ります。

 
　(2)本吸収分割の方法

　 当社を分割会社、株式会社神奈中システムプランを承継会社とする吸収分割です。

 
　(3)本吸収分割の効力発生日

2024年１月１日（予定）

 
　(4)本吸収分割に係る割当ての内容

本会社分割は、当社と当社の完全子会社との吸収分割であるため、本会社分割による株式その他金銭などの割当て

はありません。

 
　(5)分割する事業の経営成績

売上高：3,453 百万円（2023年３月期）

 

　(6)分割する資産、負債の項目及び金額（予定）

資産 負債

流動資産 324百万円 流動負債 231百万円

固定資産 647百万円 固定負債 102百万円

合計 971百万円 合計 334百万円
 

（注）2023年３月31日時点の帳簿価額で試算しておりますので、実際に分割する資産及び負債の金額

は、上記金額に効力発生日の前日までの増減を調整した数値となります。

 
　(7)分割後の承継会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額及び事業の内容

商号 株式会社神奈中システムプラン

本店の所在地 神奈川県平塚市八重咲町６番18号

代表者の氏名 代表取締役社長　福田　範昭

資本金の額 10百万円　

事業の内容 飲食・娯楽事業
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,400,000

計 50,400,000
 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,600,000 12,600,000
東京証券取引所
 プライム市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数100株

計 12,600,000 12,600,000 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　　 該当事項はありません。　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年７月１日～
2023年９月30日

― 12,600,000 ― 3,160 ― 337
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(5) 【大株主の状況】

2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

小田急電鉄株式会社 東京都渋谷区代々木２－28－12 5,572 45.41

株式会社横浜銀行
（常任代理人 株式会社日本カス
トディ銀行）

神奈川県横浜市西区みなとみらい３－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

612 4.99

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 418 3.41

横浜ゴム株式会社 神奈川県平塚市追分２－１ 240 1.96

朝日生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都新宿区四谷１－６－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

120 0.98

株式会社日本カストディ銀行（三
井住友信託銀行退職給付信託口）

東京都中央区晴海１－８－12 117 0.95

第一生命保険株式会社
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区有楽町１－13－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

115 0.94

明治安田生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カス
トディ銀行）

東京都千代田区丸の内２－１－１
（東京都中央区晴海１－８－12）

101 0.83

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人　株式会社みずほ銀
行決済営業部）

25 BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON, E14
5JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南２－15－１）

81 0.67

損害保険ジャパン株式会社 東京都新宿区西新宿１－26－1 80 0.65

日本生命保険相互会社
（常任代理人　日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１－６－６
（東京都港区浜松町２－11－３）

80 0.65

計 － 7,539 61.44
 

(注) １ 上記の他に、当社が自己株式328千株を所有しております。

     ２ 株式会社日本カストディ銀行（三井住友信託銀行退職給付信託口）の持株数117千株は、

   三井住友信託銀行株式会社が同行に委託した退職給付信託の信託財産であり、その議決権行使の指図権は

   三井住友信託銀行株式会社に留保されております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 328,400
 

─
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,249,900
 

122,499 同上

単元未満株式 普通株式 21,700
 

─ 同上

発行済株式総数 12,600,000 ─ ―

総株主の議決権 ─ 122,499 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式98株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

2023年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
神奈川中央交通株式会社

神奈川県平塚市八重咲町
６－18

328,400 ― 328,400 2.61

計 ― 328,400 ― 328,400 2.61
 

 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2023年７月１日から2023年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,829 2,999

  受取手形、売掛金及び契約資産 9,499 ※１  9,694

  商品及び製品 9,165 11,161

  仕掛品 74 51

  原材料及び貯蔵品 527 547

  その他 3,139 2,502

  貸倒引当金 △29 △42

  流動資産合計 25,205 26,915

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 93,558 93,705

   車両運搬具 39,841 39,961

   土地 62,818 62,841

   その他 22,051 20,915

   減価償却累計額 △111,111 △111,869

   有形固定資産合計 107,158 105,555

  無形固定資産 932 967

  投資その他の資産   

   投資有価証券 14,649 18,767

   その他 2,637 2,574

   貸倒引当金 △14 △13

   投資その他の資産合計 17,271 21,329

  固定資産合計 125,363 127,851

 資産合計 150,568 154,767

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 7,474 ※１  7,190

  短期借入金 18,079 15,281

  未払法人税等 856 935

  賞与引当金 2,230 2,051

  その他 14,811 17,293

  流動負債合計 43,452 42,752

 固定負債   

  社債 20,000 20,000

  長期借入金 16,471 15,495

  役員退職慰労引当金 2 2

  退職給付に係る負債 3,797 3,752

  その他 13,965 14,447

  固定負債合計 54,236 53,698

 負債合計 97,689 96,451
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,160 3,160

  資本剰余金 723 723

  利益剰余金 41,429 43,749

  自己株式 △938 △938

  株主資本合計 44,375 46,694

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,768 6,641

  退職給付に係る調整累計額 91 85

  その他の包括利益累計額合計 3,860 6,726

 非支配株主持分 4,643 4,894

 純資産合計 52,879 58,315

負債純資産合計 150,568 154,767
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

売上高   

 旅客自動車事業営業収益 24,691 27,201

 不動産事業売上高 3,055 2,830

 その他の事業売上高 22,344 26,852

 売上高合計 50,091 56,885

売上原価   

 旅客自動車事業運送費 21,731 23,114

 不動産事業売上原価 1,270 1,019

 その他の事業売上原価 18,066 22,275

 売上原価合計 41,068 46,409

売上総利益 9,023 10,475

販売費及び一般管理費   

 販売費 ※１  4,279 ※１  4,271

 一般管理費 ※２  2,223 ※２  2,368

 販売費及び一般管理費合計 6,502 6,639

営業利益 2,520 3,836

営業外収益   

 受取配当金 176 226

 助成金収入 145 104

 その他 93 66

 営業外収益合計 416 397

営業外費用   

 支払利息 171 163

 その他 44 57

 営業外費用合計 215 220

経常利益 2,720 4,013

特別利益   

 固定資産売却益 2 7

 補助金収入 ― 36

 その他 0 16

 特別利益合計 3 61

特別損失   

 固定資産除却損 29 151

 固定資産圧縮損 ― 44

 減損損失 10 128

 その他 1 7

 特別損失合計 41 332

税金等調整前四半期純利益 2,683 3,742

法人税、住民税及び事業税 582 929

法人税等調整額 29 23

法人税等合計 612 953

四半期純利益 2,070 2,789

非支配株主に帰属する四半期純利益 132 224

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,937 2,564
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

四半期純利益 2,070 2,789

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △560 2,900

 繰延ヘッジ損益 △168 －

 退職給付に係る調整額 △8 △5

 その他の包括利益合計 △738 2,895

四半期包括利益 1,332 5,684

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 1,192 5,430

 非支配株主に係る四半期包括利益 139 253
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 2,683 3,742

 減価償却費 3,012 2,604

 減損損失 10 128

 賞与引当金の増減額（△は減少） △252 △178

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 11

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △57 △48

 受取利息及び受取配当金 △177 △228

 支払利息 171 163

 持分法による投資損益（△は益） 20 8

 固定資産除売却損益（△は益） △0 △4

 固定資産圧縮損 － 44

 投資有価証券売却損益（△は益） － △8

 売上債権の増減額（△は増加） △442 △203

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,616 △1,989

 仕入債務の増減額（△は減少） 639 △274

 未払消費税等の増減額（△は減少） △497 658

 預り保証金の増減額（△は減少） △102 △157

 差入保証金の増減額（△は増加） 406 △1

 その他 2,141 3,056

 小計 5,939 7,322

 利息及び配当金の受取額 184 235

 利息の支払額 △150 △140

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △588 △854

 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,384 6,562

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △100 △106

 定期預金の払戻による収入 100 104

 固定資産の取得による支出 △3,657 △1,659

 固定資産の売却による収入 2 8

 投資有価証券の取得による支出 △1 △1

 投資有価証券の売却による収入 － 9

 投資有価証券の償還による収入 2 －

 短期貸付けによる支出 △2 △2

 長期貸付けによる支出 △1 △1

 長期貸付金の回収による収入 0 0

 投資活動によるキャッシュ・フロー △3,658 △1,651

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,606 △1,997

 リース債務の返済による支出 △792 △721

 長期借入れによる収入 － 800

 長期借入金の返済による支出 △2,354 △2,576

 自己株式の取得による支出 △0 △0

 配当金の支払額 △245 △245

 非支配株主への配当金の支払額 △2 △2

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,789 △4,742

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △63 168

現金及び現金同等物の期首残高 3,404 2,621

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  3,341 ※１  2,789
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【注記事項】

(追加情報)

（共通支配下の取引等）

当社は、2023年９月26日開催の取締役会において、2024年１月１日（予定）を効力発生日とし、当社の運営す

る飲食・娯楽事業を、当社の完全子会社である株式会社神奈中システムプランに対し承継させることを決議し、

株式会社神奈中システムプランと吸収分割契約を締結いたしました。

なお、当該会社分割の概要は以下のとおりであります。

 

 連結子会社への会社分割

結合企業
名称 株式会社神奈中システムプラン

事業の内容 飲食・娯楽事業の営業の受託

被結合企業
名称 神奈川中央交通株式会社

事業の内容 旅客自動車事業、不動産事業、飲食・娯楽事業、ホテル事業

企業結合日（予定） 2024年１月１日

企業結合の法的形式
神奈川中央交通株式会社を吸収分割会社、株式会社神奈中システムプランを吸収分割
承継会社とする簡易吸収分割方式

結合後企業の名称 株式会社神奈中システムプラン

企業結合の目的

当社の飲食・娯楽事業においては、当社の完全子会社である株式会社神奈中システム
プランへ運営を委託しております。
このたび、本事業を株式会社神奈中システムプランへ承継することにより、経営体制
を業務受託会社から事業会社へ移行させ、飲食・娯楽事業の効率化を進めることで収
益力の向上を図ります。

 

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形の処理

四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当第２四半期連結会

計期間の末日は金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

受取手形 ―百万円 60百万円

支払手形 ― 34
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費の主要な費目

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

人件費 1,938百万円 1,964百万円

(うち賞与引当金繰入額) (207) (252)

(うち退職給付費用) (34) (37)
 

　

※２　一般管理費の主要な費目

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

人件費 1,501百万円 1,547百万円

(うち賞与引当金繰入額) (142) (178)

(うち退職給付費用) (11) (11)
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
至　2023年９月30日)

現金及び預金勘定 3,541百万円 2,999百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△200 △210

現金及び現金同等物 3,341 2,789
 

 
(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月29日
定時株主総会

普通株式 245 20.00 2022年３月31日 2022年６月30日 利益剰余金
 

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

　　後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年10月24日
取締役会

普通株式 245 20.00 2022年９月30日 2022年11月22日 利益剰余金
 

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月29日
定時株主総会

普通株式 245 20.00 2023年３月31日 2023年６月30日 利益剰余金
 

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

　　後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年10月27日
取締役会

普通株式 245 20.00 2023年９月30日 2023年11月22日 利益剰余金
 

 
３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

報告セグメント その他の

事業

（注１）

計
調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

旅客自動車

事業
不動産事業

自動車

販売事業

売上高        

外部顧客への売上高 24,691 3,055 12,416 9,928 50,091 ― 50,091

セグメント間の内部

売上高又は振替高
102 2 310 3,494 3,910 △3,910 ―

計 24,794 3,057 12,726 13,423 54,001 △3,910 50,091

セグメント利益 397 1,415 483 278 2,575 △54 2,520
 

（注）１　「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通事業、飲食・娯楽

事業、ホテル事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△54百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

      （単位：百万円）

 

報告セグメント その他の

事業

（注１）

計
調整額

（注２）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注３）

旅客自動車

事業
不動産事業

自動車

販売事業

売上高        

外部顧客への売上高 27,201 2,830 16,586 10,266 56,885 ― 56,885

セグメント間の内部

売上高又は振替高
100 2 367 3,996 4,467 △4,467 ―

計 27,302 2,833 16,953 14,263 61,352 △4,467 56,885

セグメント利益 1,340 1,416 749 461 3,967 △131 3,836
 

（注）１　「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、流通事業、飲食・娯楽

事業、ホテル事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△131百万円は、セグメント間取引消去額であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 
２　報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、従来の報告セグメントである「一般旅客自動車運送事業」を「旅客自動車事業」に

名称変更しております。この変更がセグメント情報に与える影響はありません。

また、これに伴い前第２四半期連結累計期間のセグメント情報も変更後の名称で表示しております。
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(収益認識関係)

１　収益の分解情報

前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

    （単位：百万円）

 

報告セグメント その他の

事業

(注)

計旅客自動車

事業
不動産事業

自動車

販売事業

　主要な財又はサービスライン      

　乗合バス事業 19,461    19,461

　貸切バス事業 876    876

　タクシー事業 4,182    4,182

　分譲事業  579   579

　賃貸事業  114   114

　商用車販売事業   8,816  8,816

　輸入車販売事業   3,599  3,599

　その他    9,913 9,913

顧客との契約から生じる収益 24,520 693 12,416 9,913 47,544

その他の収益 170 2,361 ― 15 2,546

外部顧客への売上高 24,691 3,055 12,416 9,928 50,091
 

(注）「その他の事業」の内、主要な財又はサービスラインにおける「その他」に含まれる事業は、流通事業、飲食・

娯楽事業、ホテル事業等を含んでおります。

 
当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

    （単位：百万円）

 

報告セグメント その他の

事業

(注１)

計旅客自動車

事業
不動産事業

自動車

販売事業

　主要な財又はサービスライン      

　乗合バス事業 21,636    21,636

　貸切バス事業 980    980

　タクシー事業 4,403    4,403

　分譲事業  184   184

　賃貸事業  120   120

　商用車販売事業   12,258  12,258

　輸入車販売事業   4,327  4,327

　その他    10,250 10,250

顧客との契約から生じる収益 27,020 305 16,586 10,250 54,162

その他の収益 181 2,525 ― 16 2,723

外部顧客への売上高 27,201 2,830 16,586 10,266 56,885
 

(注）１　「その他の事業」の内、主要な財又はサービスラインにおける「その他」に含まれる事業は、流通事業、飲

食・娯楽事業、ホテル事業等を含んでおります。

２　第１四半期連結会計期間より、従来の報告セグメントである「一般旅客自動車運送事業」を「旅客自動車事

業」に名称変更しております。また、当該セグメントに含まれる「乗合事業」「貸切事業」および「乗用事

業」を「乗合バス事業」「貸切バス事業」および「タクシー事業」にそれぞれ変更しております。この変更

が収益の分解情報に与える影響はありません。

なお、これに伴い前第２四半期連結累計期間の収益の分解情報も変更後の名称で表示しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年９月30日)

１株当たり四半期純利益 157円90銭 209円01銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 1,937 2,564

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(百万円)

1,937 2,564

普通株式の期中平均株式数(千株) 12,271 12,271
 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

記載すべき事項はありません。

 
２ 【その他】

第150期中間配当に係る取締役会の決議は、次のとおりであります。

（イ） 決議年月日　　　　　　　　　2023年10月27日

（ロ） 中間配当金の総額　　　　   245,430,040円

（ハ） １株当たりの配当金額　　　　20円00銭

（ニ） 中間配当金支払開始日　　　　2023年11月22日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2023年11月13日

神奈川中央交通株式会社

取締役会  御中

 

　EY新日本有限責任監査法人
 

東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 千　　葉　　達　　也  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 井　　澤　　依　　子  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている神奈川中央

交通株式会社の２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（２０２

３年７月１日から２０２３年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（２０２３年４月１日から２０２３年９月

３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、神奈川中央交通株式会社及び連結子会社の２０２３年９月３０日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

　ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

　実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

　められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

　当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな
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　いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

　において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

　注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

　いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

　企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

　成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

　財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

　信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

　査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

　監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上

 
 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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